
  

 

 

 

 

令和２年  

第２回 筑前町議会定例会 

 

一般質問通告書 

 
１日目 

６月９日（火）１０：００開始 

 

1 ページ・・・・横山 善美 議員 

２ページ・・・・木村 和彦 議員 

３ページ・・・・奥村 忠義 議員 

４ページ・・・・河内 直子 議員 

 

《予定時刻について》 

上記の順で、午前１０時から 2 名、 

午後 1 時から 2 名が質問を行う予定です。 
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質問順位 第 １ 番 議席番号 １３番 質問者名 横山 善美 

件    名 要      旨 

 

１．新型コロナウイルス感染

症対策・支援に関する町の

対応について 

 

 

 

(1) 国・県の経済対策事業なども含めて町民への事業の

周知や町民が新型コロナウイルス感染症関連での悩

み等をうちあけられる部署また、複雑な申請の仕方を

指導・助言する「新型コロナウイルス対策支援・相談

窓口」を設置しては。 

 

(2) 生活支援について 

①国が設定した（4 月 27 日時点で住民基本台帳に記

載されている人）特別定額給付金10万円の対象外（4

月 28 日以降）の新生児に対しても来年 4 月 1 日ま

での出生まで対象にしては。 

  ②町が徴収する「住宅家賃・上下水道料金」等の免

除・減免、猶予を設定しては。 

  ③町民の生活支援策として一律（町内で使える）商

品券等を配布してはどうか。 

  ④キッチンカーを生活物資の移動販売に利用して

は。 

 

(３) 教育支援について 

①子どもたちが学校生活を取り戻すために、過度な指

導・時間割を設定せず、子どもたちに負担がかからな

いような指導方法は。 

  ②今後の施策としてオンラインシステムでの家庭学

習ができるように早急に対策を講じる必要があるが。 

 

(４) 災害時の避難所における新型コロナウイルス感染拡

大予防策を構築してほしい。（高齢者・基礎疾患のあ

る人への対応・配慮） 

 

(５) これらの支援策のために併せて財政調整基金等を活

用しては。 

 

 

 

答弁者  町  長 

     教 育 長 
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質問順位 第 ２ 番 議席番号 ５番 質問者名 木村 和彦 

件    名 要      旨 

 

1．農地の適正管理について 

 

 

 

 

 

 

(1) 茶屋原地区ため池(中島ため池)の堤体復旧工事の内

容について 

 

(２) 盛り土内外の水路について 

 

(３) 盛り土についての町の対応は 

 

(４) ため池ハザードマップの一部変更について 

 

 

 

答弁者  町  長 
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質問順位 第 ３ 番 議席番号 ９番 質問者名 奥村 忠義 

件    名 要      旨 

 

１．安心・安全の町づくり 

 

 

(1) 盛り土による地域にお住まいの方の切実に訴える手

紙の内容について。 

※子どもの命、私たちの命を救ってください。 

 

 

(２) 中牟田小学校の児童の命を守る観点からも一昨年の

土砂流によって起きた災害を二度と繰り返してはい

けないだけではなく、今後は、平成１７年３月２０日

に発生した西方沖地震以上の規模と、線状降水帯によ

る豪雨が同時に発生した場合も視野に入れ、未曾有の

災害を防ぐことも考えておくべきではないか。 

 

 

(３) 地域にお住まいの方々の不安を取り除き、安心して

暮らせる環境づくりに早急に取り組むべきだと思う。

其の為には法的な措置に訴えてでも、盛り土の撤去は

やるべきだと考えるが。 

 

 

答弁者  町  長 

     教 育 長 
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質問順位 第 ４ 番 議席番号 １２番 質問者名 河内 直子 

件    名 要      旨 

 

１．命と暮らしを守る取り組

みについて 

 

(1) 第８期介護保険事業計画の見直しについて 

 

①令和３年４月からの事業計画の策定準備が現在

行われている。介護保険制度は３年毎の改正のたび

保険料が引き上げられ、制度の利用も様々に制限さ

れてきた。必要な人がサービスを受けられるよう、

福岡県介護保険広域連合に対し、国に要望をするよ

う提言すべきでは。 

 

 

(２) 新型コロナウイルス感染から国民の命と暮らしを

守るための対策について 

 

①地域医療体制の整備計画を策定すべきでは。 

 

②経済補償を国に要請していくべきでは。 

 

③財政調整基金を活用し、町独自の支援策をすべき

では。 

 

 

 

 

答弁者  町  長 


